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『解読・ＷＴＯ農業交渉』
『2009年農林漁業金融統計』
『総研レポート』「米国協同組織金融機関の研究」

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

金融規制の潮流と協同組織金融機関

今，金融規制は歴史的な転換点を迎えている。事の発端はサブプライムローンの焦付き

をきっかけとする2007年以降の世界的な金融危機である。欧米各国は中央銀行による緊急

の資金供給，大手金融機関への公的資本注入，協調利下げ等により，金融システムの安定

化に努め，危機の連鎖は小康状態を得たが，欧州の一部ではまだ動揺が収まっていない。

今回の危機は複合的な要因によってもたらされた。①サブプライムローンの商品性の問

題，②金融取引関係者のモラルハザード，③負債調達で投資規模を膨らませるレバレッジ

手法，④金融技術を駆使した金融商品に内在するリスクの不透明性など多くの要因があげ

られる。要約すれば，今回の危機の底流にあるのは金融技術の進歩と普及を背景とする金

融市場の構造変化である。それは相対取引を基本とする伝統的な間接金融から市場を通し

て取引が仲介される直接金融への変化である。しかも，リスクの移転と再構成が繰り返さ

れるためにリスクの所在が見えなくなるというリスク構造の変化である。そして，いった

んリスクが顕在化すると，市場を通じてリスクが増幅され，波及し，金融システム全体が

深刻な機能不全に陥るという巨大なリスクのネットワーク化である。

このような市場型の金融システム危機を防止するためにはどのような金融規制が適切

か。09年４月，ロンドンで開催された20か国・地域首脳会合（G20）ではマクロプルーデ

ンスの視点に立った金融監督制度の必要性が議論された。従来の規制・監督は個々の金融

機関の破綻防止（ミクロプルーデンス）に主眼があったが，それに対して，マクロプルーデ

ンスは金融システム全体の安定性確保にねらいがある。もちろん，両者は二者択一のもの

ではなく，基本的には相互補完的なものである。

10年７月にオバマ大統領が署名した米国の金融規制改革法はマクロプルーデンスの視点

に立ったものと言える。しかも，米国は1999年に銀行と証券の分離を定めたグラス・ステ

ィーガル法（1933年成立）を撤廃し，金融規制を大幅に緩和してきた。今回の改革法は再

び規制強化にかじを切るものであり，米国の金融規制の歴史に残る大きな出来事となろう。

要点は業務規制の復活であり，金融機関の活動は厳しい制限を受けることになる。たとえ

ば，銀行の自己資金を使った高リスクの金融取引は大幅に制限される。

また，バーゼル銀行監督委員会ではこれまでよりも厳しい銀行資本規制を検討中であり，

十分な資本を調達できなければ貸出圧縮を迫られる状況のなかで，グローバルな規模で大

手金融機関の増資行動が活発化してきている。

ところで，協同組織金融機関の場合，日本にかぎらず単位組織は地域に根ざした伝統的

な預貸業務に主軸がおかれており，グローバルに業務展開する大規模銀行と同様の規制を

受けることはないが，連合組織ともなるとグローバルな金融市場のプレーヤーとして，新

しい金融規制の影響を受けることもあり得よう。とくに，協同組織金融機関の場合は，資

本増強の手段が一般の銀行とは異なる。新しい金融規制・自己資本規制がどういう形で決

着するか，まだ不確定な部分はあるが，協同組織金融機関に不利な，あるいは過重な負担

とならないように，協同組織金融機関の自己資本の特質について金融監督当局の理解を深

める努力が必要であるように思われる。

（（株）農林中金総合研究所 常務取締役　鈴木利徳・すずきとしのり）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2010年８月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・矛盾深まる中国の農地制度

――経済成長に取り残された農民――

・小麦の国際需給と日本の自給

・<講演> 中国農業・農村改革の到達点と課題

【協同組合】

・欧州協同組合銀行協会の国際会議に参加して

・農商工連携によるジンジャーエール開発と

積極的な販売活動――JAわかやまの取組み――

・病院給食における地産地消

――JA神奈川県厚生連伊勢原協同病院と

JAいせはら地場野菜出荷グループの取組み――

・協同組合の独禁法適用除外問題についての一考察

【組合金融】

・「農業経営統計調査」にみる販売農家の農業所得の動向

【国内経済金融】

・進化するマーケティング手法を活かす横浜銀行

・地域ニーズに寄り添い展開進める磐田信用金庫

・地域銀行における投資信託販売の動向

・最近の地域銀行における住宅ローンの取組み

・就業環境の変化と賃貸住宅経営への影響

・わが国の財政赤字と長期金利

・住宅ローン利用者の資産形成について

【海外経済金融】

・グローバル・インバランス問題に関する一考察

・成長が加速し始める中国の西部地域

――「西部大開発」戦略の実態と展望――

・スペイン・ギリシャの経済構造の特徴について

～欧州債務危機の観点から～

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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